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時 言
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　「病院協会のあるべき姿」

現在新型コロナウイ

ルス対策が急務ではあ

りますが、この先病院

団体として取り組まなければならないのは三

位一体改革です。地域医療構想調整会議では

座長は地元の医師会長ですが、病院の病床数

をいかに減らすかを目的に、医師会長が議論

をリードすることは不可能に見えます。

同じことが働き方改革と医師確保対策にも

言えます。全て“病院の問題”に外ならない

ので、三位一体改革は病院団体が中心になっ

て進めるべきであります。

働き方改革で、今後手術中の執刀医交代や

医師の３交代制など、病院医療のあり様が激

変することを考えると、病院管理者同士の情

報交換や知恵の集積が求められます。

また医師確保対策については、よく地域枠

医師の配置が話題になりますが、配置先の選

定は県の地域医療のグランドデザインに関わ

る問題であると同時に地域医療存続に関わる

重大問題なので、県当局と病院協会の相互理

解が欠かせません。毛利会長体制に於いて今

後情報交換会が活発になるものと思われます。

さらに配置先と同じく重要な問題に、地域

枠学生の卒後教育があります。大学は卒後の

教育環境も重視しますので、医師確保の長期

展望として重要な課題だと思います。専門プ

ログラム数の増加も必要でしょうが、日々の

きめ細かなサポートも重要で、県と病院協会

全体で取り組めないものかと思います。医師

会主催の屋根瓦塾なども会員の研修指定病院

とそのスタッフが参画していることを考える

と、医師会と協同で病院協会の教育・研修活

動の一環として取り組むべき事業であろうと

思います。

女性医師の問題については、女性の仕事と

家庭役割のサポートという従来の視点だけで

はなく、女性の能力を管理的立場で活用する

といった大きな変革に繋がるような視点も重

要だと思います

病院協会としての多くの課題について、毛

利会長のリーダーシップのもとにみんなで取

り組みたいと思います

公益社団法人静岡県病院協会　副会長
伊東市民病院管理者　荒堀　憲二
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　「自然災害とその対策医療」

病院協会の中で災害

医療部会長を約８年務

めています。活動内容

は、災害医療従事者研修会、災害医療コーデ

ィネーター研修会、災害医療地域連携図上訓

練・視察研修、災害医療地域連携体制検討委

員会、災害時広域医療救護訓練視察研修な

ど、災害に対する県下各病院の機能強化に繋

がるもので構成されています。このような災

害医療は今から約25年前の阪神淡路大震災後

より始まりました。医療救護活動が不十分で

あったために救えなかった尊い命を、これか

らの地震災害では最小限にしようと、専門教

育を受けたDMATが全国に整備されました。阪

神淡路大震災からの教訓を糧に、９年前の東

日本大震災にDMATが出動しました。しかし多

くの死亡例は津波によるもので、直下型で学

んだ知識はあまり活かされませんでした。そ

して、数年前より地球温暖化によるものなの

か、超大型台風の到来により、今までなかっ

た局所的な水害や、風害による停電被害など

が起りました。これらも今までの災害にはな

い想定外の出来事でした。そして、昨年末よ

りCOVID19が世界中に広まり、日本では横浜

港に着岸したダイヤモンド・プリンセス号の

陽性患者の移送にDMATが駆り出されました。

CBRNE災害に対する教育は受けていますが、

このような新しい感染症に対するものとは勝

手が異なり、医療者が感染する事態を招きま

した。このように、ここ最近だけでも、自然

災害は遥かに人類の人智を越えて、想定外と

いう形で私達を襲い、対策は常に後手に回っ

ています。これからも何事にもめげずに頑張

りたいと思います。

公益社団法人静岡県病院協会　副会長
聖隷三方原病院　病院長　荻野　和功



病 院 紹 介

　当院は昭和33年に内科

主体の牛臥病院として出

発しています。46床から

始まり106床の一般病床として幅広く内科疾患

に対応しておりました。時代の流れに沿い、平

成11年に訪問看護ステーションを設立、平成12

年には通所リハビリテーション事業を開始し、

福祉領域への対応にも軸足を置くようになりま

した。改築改修を経て運動療法を拡充。平成16

年には塚本哲朗前院長を陣頭に活気ある沼津リ

ハビリテーション病院として新たなスタートを

切りました。令和２年の現在リハビリテーショ

ン病院としては16年になります。

　病院全体は行政上の理由で二階建てとなって

おります。沼津市内の狩野川河口近くに位置し、

小高い牛臥山の裏庭のような静寂の中、豊かな

回復期リハビリテーション病棟と医療療養病棟の
連携により地域多機能型リハビリテーション病棟へ

樹木に囲まれて空が見え中庭のある閑静な病棟

です。２つの病棟ともに、急性期医療および在

宅医療を引き継ぎ、リハビリテーションとケア

を提供することにより社会・家庭復帰へのお手

伝いをすることを主目的としております。

待合ロビー

中庭

公益財団法人復康会　沼津リハビリテーション病院　　

院長　長　友　秀　樹
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リハビリテーションルーム
春には桜が満開になります

BASYS（姿勢調節リハビリテーション装置）

　１階病棟52床は、厚生労働省指定の神経難病

を中心とした疾病に対応する医療療養病棟で

す。急性期医療機関での対応が終了・困難にな

った方、在宅ケアの方などの入院をお受けし、

可能な限りリハビリテーションを行い、出来る

限りのケアを提供し、可能な範囲で在宅復帰を

目指します。もとより病状・経過・予後は様々

であり、回復期リハビリテーションの適応でな

い方が対象ですので、柔軟な対応を心掛けてお

ります。指定難病以外でも、疾病・状況により

当院での対応が可能な場合がありますので、連

携室にご相談いただければ幸いです。

おります。いわば「地域多機能型リハビリテー

ション病院」というスタンスがあるべき姿であ

ろうと思います。

　さらなる目標として、今後訪問看護ステーシ

ョン・通所リハビリテーション施設を充実させ、

地域医療の支えとなるべくさらに改革を継続し

てゆく所存です。

　なお外来診療は神経内科および一般内科に対

応しており、随時新患をお受けしておりますが、

あらかじめご予約いただければ幸いです。

　また神経難病に関しては外来リハビリテーシ

ョンを行うことも可能ですので、ご相談いただ

ければ積極的に対応いたします。

　さらに当院を退院された患者さんで適応のあ

る方に対しては、訪問リハビリテーションを一

定期間行っていきます。

　２階病棟54床は、回復期リハビリテーション

病棟です。脳血管疾患をはじめ外傷・骨折・基

礎疾患のある方の術後・合併症など、回復期リ

ハビリテーション制度の対象とする疾患・障害

に対応します。疾病ごとに定められた期間、リ

ハビリテーション課・看護・介護・栄養課・ソ

ーシャルワーカーなど他職種が積極的な関与を

行い、患者さん・ご家族とともに可能な最良の

ゴールを目指します。合併症に関しては出来る

限りの管理を行い、他医療機関と連携をとりな

がら臨機応変に入院医療を進めております。

　この二つの病棟を有機的・有効に活用するこ

とにより、静岡県東部の医療圏における地域医

療の円滑な流れ・急性期医療および在宅医療と

いう二方向からのフローに貢献したいと考えて

（5）2020 年 3 月



病 院 紹 介

１　はじめに

2013年５月１日、袋井、

掛川を中心にした中東遠

地域の医療再編に伴い、当院は全国で初めてと

なる２つの市立病院、袋井市立袋井市民病院

（400床）と掛川市立総合病院（450床）が統合

され、新病院として開院しました。前身の旧袋

井市立袋井市民病院は、急性期機能を有した総

合病院でありましたが、医師不足と経営状況の

悪化により高度医療、救急医療を中心にした急

性期の診療機能は、同じく新病院として開院し

た中東遠総合医療センターや同一医療圏の高度

急性期病院に集約し、当院はその受け皿として

後方支援機能の役割を担うこととなりました。

開院当初は、１名の常勤医師と築30年以上経

過し、老朽化した旧病院の１病棟のみの稼働で

したが、その後医師、看護師、コメディカルの

採用により、2020年１月時点の常勤医師数は６

名、常勤職員数も177名となりました。2014年

の増改築により療養病棟の開設、リハビリテー

利用者の声を大切に、
地域に信頼される病院を目指して

ション訓練室の移転、2016年には回復期病棟を

開設し、当初の計画通り３病棟150床を稼働す

ることができました。

さらに、亜急性期や慢性期の医療と在宅医療

との橋渡しが円滑にできるよう、2019年４月よ

り訪問リハビリテーション事業を開始しており

ます。全国で再編統合が議論されている中、こ

こ中東遠地域においては早くから医療機能の分

化と連携が推進されてきました。

リハビリ訓練室

利用者宅での訪問リハビリ

袋井市立聖隷袋井市民病院　　

病院長　宮　本　恒　彦
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しぞ～かでん伝体操出張指導

2018年３月に導入したＭＲＩ

袋井クラウンメロンも使用した地産地消献立

市民公開講座

電子カルテリハーサル風景

２　当院の現状

公設民営の当院は、聖隷福祉事業団が袋井市

より指定管理を受託し誕生しました。2018年に

は、指定管理者受託期間を更新し、現在第二期

目を迎えております。同一敷地内にある袋井市

総合健康センターと連携を図ることで効率的な

運営ができています。

入院患者の大半が紹介によるもので病態に合

わせ、当院で継続して診療する場合は療養病棟

に、在宅療養を積極的に進める患者は一般・回

復期病棟で受け入れております。

病院経営においては、開院３年程は赤字でした

がその後、安定した収支状況が続いております。

３　質の高い効率的な医療サービスの提供

当院もチーム医療、多職種連携を展開してい

ますが情報の共有方法や業務の標準化が課題で

した。そこで2019年９月に電子カルテを導入し、

2020年２月には日本医療機能評価機構による病

院機能評価を受審しました。このイベントを通

して、職場の一体感が醸成され、前述した課題

解決に向けての取組みができました。

４　今後の展望

急性期病院における在院日数の短縮により、

在宅での医療ニーズが高まっているため、切れ

目のない医療と介護の連携体制が必要と感じて

います。このような背景の中、当院は訪問リハ

ビリテーション事業を開始しましたが、今後は

さらに訪問診療の開始を検討いたします。人的

資源に限りはありますが高齢者が安心して在宅

療養を継続していけるために、当院の機能の充

実を図ってまいります。

（7）2020 年 3 月



特集：静岡県施策の動向
ふじのくに医療勤務環境改善支援センターの運営
１　要旨

　・「ふじのくに医療勤務環境改善支援センター」において、医療機関の要請に基づきアドバイザー

を派遣し、医療勤務環境改善計画の策定・実施に対する助言を行うなど、勤務環境改善の取組を

促進する取組を支援している。

　・平成31年４月の働き方改革関連法の施行を踏まえ、働きやすい環境を整備するため、医療勤務環

境改善計画を策定し働き方の改善等に取り組む病院に助成を行っている。

　・令和２年度より、支援センターの機能強化を図るため、アドバイザー派遣等の業務の一部を県病

院協会に委託する。

２　取組の概要

アドバイザー派遣

医療機関からの要請に対応し、医療労務管理アドバイザー（社会保

険労務士）、医業分野等アドバイザー（医業経営コンサルタント、

ワークライフバランス推進委員（看護師等））を派遣

運営協議会開催
支援センターの運営が、設置の趣旨に沿って効果的に行われるよう

にするため、県内医療関係者等により構成する運営協議会を開催

医療機関向け研修会開催

医療機関の勤務環境改善を推進するため、医療勤務環境マネジメン

トシステムに基づく計画策定に関する講演会、先進事例の紹介等の

研修会を開催

勤務環境改善計画策定・

実施病院への助成

働き方改革関連法施行を踏まえ、働きやすい環境を整備するため、

医療勤務環境改善計画を策定し改善に取り組む病院へ助成

　補助率　1/2　補助額　3,000千円/施設　令和２年度８施設

３　事業イメージ
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県の一括契約による電話医療通訳サービス等の提供
１　目的

　外国人患者と医療機関が相互に安心して受診・診療できる体制を整備するため、県が電話医療通

訳サービス提供会社と一括契約し、利用承認を受けた医療機関が多言語に対応した電話医療通訳サ

ービスを利用できる環境を整備する。

２　通訳サービスの概要

サービス内容

・電話医療通訳

・専用アプリを活用したビデオ通訳（端末は医療機関が用意）

・専用アプリを活用した機械通訳（端末は医療機関が用意）

対 応 言 語
英語、ポルトガル語、フィリピノ語（タガログ語）、中国語、

ベトナム語、韓国語　ほか

対 応 時 間 24時間対応（原則）

利 用 料 無料（通話料、通信費は医療機関が負担）

※サービス内容は契約事業者により異なるため、内容や対応言語等に変更が生じる場合あり。

３　対象医療機関

　・救命救急センター設置病院

　・外国人患者受入拠点医療機関※（予定を含む）

　　※　外国人患者を受け入れることが可能として自薦いただいた医療機関を厚生労働省及び観光庁

のホームページでリスト化して掲載。本県は24医療機関が掲載。

４　利用の流れ

①
・県と電話医療通訳サービス提供会社

が一括契約を締結

②～④

・医療機関を募集

・利用承認した医療機関に、電話医療

通訳サービス提供会社の専用電話番

号・アプリを提供

⑤

・電話による医療通訳

・専用アプリを活用したビデオ・機械

医療通訳
※利用に当たっては、県の利用承認が必要

５　スケジュール（予定）
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静岡県の令和２年度主な医療関係予算
（静岡県健康福祉部医療局・健康局）

（単位：千円）

事業名 R１当初 R２当初 R２当初予算の内容

地域医療介護

総合確保基金

関連事業費

5,112,587 4,457,724

　医療・介護サービスの提供体制の更なる充実を図るた

め、各種事業を実施します。

【地域における医療提供体制の再構築】

・病床機能分化連携促進費助成

・がん医療均てん化推進事業費助成

・医療機能再編支援事業

【在宅医療の推進】

・在宅医療・介護連携推進事業費助成

・地域包括ケア推進事業費

・認知症の人をみんなで支える地域づくり推進事業費

【医療従事者の確保・養成】

・ふじのくにバーチャルメディカルカレッジ運営事業費

・ふじのくに女性医師支援センター事業費

・指導医確保支援事業費助成

・静岡県ドクターバンク運営事業費

・看護職員確保対策事業費

・看護の質向上促進研修事業費

・産科医療確保事業費

【介護施設等の整備】

・介護保険関連施設整備事業費助成

【介護従事者の確保】

・福祉人材確保対策事業費

・介護人材就業・定着促進事業費

・介護人材育成事業費

ふじのくにバ

ーチャルメデ

ィカルカレッ

ジ運営事業費

（一部再掲）

1,186,000 1,234,000

　ふじのくに地域医療支援センターが運営する「ふじの

くにバーチャルメディカルカレッジ」の取組を通じて、

本県の医師確保対策の充実・強化を図り、県内外からの

多くの医師の確保、定着と地域間の医師の偏在解消に努

めます。

・教育機能

　若手医師による次世代医師リクルーター活動ほか

・臨床機能

　専門医研修プログラム管理支援ほか

・医師配置調整機能

　医学修学研修資金利用者進路指導ほか

・医学生確保機能

　医学修学研修資金貸与（新規貸与120人：20万円／月）

※一部、地域医療介護総合確保基金を財源として実施
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令和２年度　病院向け主要助成制度一覧
（※１）　事業者欄の区分及び記号の意味は

　　　　　「独法」・・・独立行政法人国立病院機構の独立行政法人、国立大学法人等

　　　　　「公立」・・・都道府県を除く地方公共団体、地方独立行政法人

　　　　　「公的」・・・日本赤十字社、社会福祉法人恩賜財団済生会、全国厚生農業協同組合連合会

　　　　　「民間」・・・上記以外のもの

　　　　　○・・・事業者となり得る　　×・・・事業者となり得ない

（※２）　補助区分

　　　　　「直接」・・・国が事業者に直接交付する補助金

　　　　　「間接」・・・都道府県が国から交付を受け、事業者へ交付する間接補助金

　　　　　「県単」・・・県の一般財源等より交付する県単独事業

（※３）　事業区分は保健医療計画の５事業による分類

【地域医療課所管分】
事　　業　　名

【国 交 付 要 綱】
補　助　対　象

事　業　者（※１） 補助基準額等 補助率
補助
区分

（※２）

事業
区分

（※３）

事業
種別

救命救急センター運営事業 救命救急センターの運営に必要な経費
（給与費、経費等）

三位一体改革により（H18から公立は対象外）

施設運営
※黒字病院は1/2 30床 171,675千円

2/3
（国1/3 県1/3） 間接 救急 運営費

ドクターカー運転手 4,701千円

在日外国人にかかる未収金
1人1ヶ月20万円を超える額

独法 都道府県 公立 公的 民間 専門医加算 13,272千円
【医療提供体制推進事業費補助金】 × × × ○ ○ 小児専用加算 55,995千円

小児救命救急センター運営事業 小児救命救急センターの運営に必要な経
費（給与費、経費等） １箇所当たり　　202,607千円

研修加算　　　　　9,007千円
1/3

（国） 間接 救急 運営費独法 都道府県 公立 公的 民間
【医療提供体制推進事業費補助金】 ○ ○ ○ ○ ○

小児集中治療室医療従事者研修事業 小児集中治療室における研修事業に必要
な給与費、需用費等

１箇所当たり 　　12,612千円 1/2
（基金） 県単 救急 運営費独法 都道府県 公立 公的 民間

【地域医療介護総合確保基金】 ○ ○ ○ ○ ○
ドクターヘリ導入促進事業 ドクターヘリの運航に要する経費（運航

委託経費、人件費、運航調整委員会経費）
　

ドクターヘリ運航委託経費
　位置情報把握システム対応 228,696千円
　位置情報把握システム未対応 226,896千円
搭乗医師･看護師確保経費 17,484千円
運航連絡調整員確保経費 1,942千円
運航調整委員会経費 3,533千円
レジストリ構築経費 1,086千円

10/10
（国1/2 県1/2） 間接 救急 運営費

独法 都道府県 公立 公的 民間
【医療提供体制推進事業費補助金】 ○ ○ ○ ○ ○

救急救命士病院実習受入促進事業 病院の開設者が行う救急救命士の病院実
習（気管挿管病院実習、就業前教育、再
教育）受入事業

１箇所当たり1,369千円

10/10
（国1/2 県1/2） 間接 救急 運営費

独法 都道府県 公立 公的 民間
【医療提供体制推進事業費補助金】 ○ ○ ○ ○ ○

救急患者退院コーディネーター事業 救急患者退院コーディネーターの確保に
必要な給与費、委託料

１箇所当たり9,724千円×事業月数/12
1/3

（国1/3） 間接 救急 運営費独法 都道府県 公立 公的 民間
【医療提供体制推進事業費補助金】 ○ ○ ○ ○ ○

休日夜間急患センター施設・設備整備
事業

休日夜間急患センターとして必要な施設
整備費及び医療機器等の備品購入費

施
設

人口10万人以上 150㎡×169.0千円 0.33
（国）

間接 救急 施設
設備

人口5～10万人 100㎡×169.0千円
【医療提供体制施設整備交付金】 独法 都道府県 公立 公的 民間 設

備
人口10万人以上 4,400千円 2/3

（国1/3 県1/3）【医療提供体制推進事業費補助金】 ○ × × ○ ○ 人口5～10万人 3,300千円
病院群輪番制病院施設・設備整備事業 病院群輪番制病院として必要な施設整備

費及び医療機器等の備品購入費 施
設

新築、増改築 150㎡×239.6千円
0.33

（国）

間接 救急 施設
設備

心臓病専用病室 30㎡×239.6千円
脳卒中専用病室 30㎡×239.6千円

設
備

医療機器 22,000千円
2/3

（国1/3 県1/3）【医療提供体制施設整備交付金】 独法 都道府県 公立 公的 民間 心臓病専用機器 6,285千円
【医療提供体制推進事業費補助金】 ○ × × ○ ○ 脳卒中専用機器 6,285千円
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事　　業　　名
【国 交 付 要 綱】

補　助　対　象
事　業　者（※１） 補助基準額等 補助率

補助
区分

（※２）

事業
区分

（※３）

事業
種別

救命救急センター施設・設備整備事業 救命救急センターとして必要な施設整備
費及び医療機器等の備品購入費 施

設

センター施設 2,300㎡×239.6千円
0.33

（国）

間接 救急 施設
設備

脳卒中専用病室 60㎡×239.6千円
ヘリポート 75,083千円

設
備

センター医療機器 256,300千円

2/3
（国1/3 県1/3）

心臓病機器 62,856千円
脳卒中機器 62,856千円
ドクターカー 58,737千円

【医療提供体制施設整備交付金】 独法 都道府県 公立 公的 民間 心電図受信装置 2,774千円
【医療提供体制推進事業費補助金】 ○ × × ○ ○ 無線装置 1,100千円

高度救命救急センター設備整備事業 高度救命救急センターとして必要な医療
機器の備品購入費

広範囲熱傷用医療機器 88,000千円
2/3

（国1/3 県1/3） 間接 救急 設備
指肢切断用医療機器 8,542千円

独法 都道府県 公立 公的 民間 急性中毒用医療機器 32,039千円
【医療提供体制推進事業費補助金】 ○ × × ○ ○ ―

基幹災害拠点病院及び地域災害拠点病
院施設・設備整備事業

基幹災害拠点病院及び地域災害拠点病院
として必要な施設・設備整備事業

基
幹
施
設
・
設
備

施設補強 2,300㎡×41.7千円 0.5（国）

間接 災害 施設
設備

備蓄倉庫 154,248千円

0.33
（国）

自家発電装置 149,535千円
受水槽 137,802千円
研修部門 118,654千円
ヘリポート 139,106千円
給水設備 64,800千円
燃料タンク 29,883千円

医療機器等 32,039千円 2/3
（国1/3 県1/3）

地
域
施
設
・
設
備

施設補強 2,300㎡×41.7千円 0.5（国）
備蓄倉庫 43,506千円

0.33
（国）

自家発電装置 149,535千円
受水槽 137,802千円
ヘリポート 72,614千円
給水設備 64,800千円
燃料タンク 29,883千円

【医療提供体制施設整備交付金】 独法 都道府県 公立 公的 民間
医療機器等 19,224千円 2/3

（国1/3 県1/3）【医療提供体制推進事業費補助金】 ○ × × ○ ○
医療施設等耐震整備事業 医療施設耐震整備として必要な新築、増

改築に伴う補強及び既存建物に対する補
強に要する施設整備費
＜対象施設＞
・救命救急センター、病院群輪番制病院等
・Is値0.3未満の建物を有する病院の開設者

・補強が必要と認められるもの
　基準面積　2,300㎡×41,700円

・新築、増改築
ア　Is値0.4未満の救命救急センター等
イ　Is値0.3未満の病院
　基準面積　2,300㎡×197,900円

0.5
（国） 間接 災害 施設

独法 都道府県 公立 公的 民間
【医療提供体制施設整備交付金】 ○ × × △ ○

へき地医療対策事業 へき地における医療提供体制の確保に必
要な経費（へき地医療拠点病院運営費、
へき地患者輸送車（艇）運行事業）

・へき地医療拠点病院運営費
　 へき地医療活動経費
　　医師：61,000円×延日数
　　その他：25,000円×延日数
　医療費…医療に要した実支出額　等

10/10
（国1/2 県1/2）

間接 へき地 運営費

独法 都道府県 公立 公的 民間 ・へき地患者輸送車（艇）運行事業
　　基準額：765千円

1/2
（国）【医療施設運営費等補助金】 ○ ○ ○ ○ ○

へき地医療拠点病院設備整備事業 へき地医療拠点病院として必要な医療機
器等の備品購入費

医療機器　　　　　　55,000千円
歯科医療機器等　　　27,500千円 10/10

（国1/2 県1/2）

間接 へき地 設備

独法 都道府県 公立 公的 民間
【医療施設等設備整備費補助金】 ○ ○ ○ ○ ○

へき地診療所設備整備事業 へき地診療所として必要な医療機器等の
備品購入費

医療機器　　　　　　16,500千円
1/2

（国） 間接 へき地 設備独法 都道府県 公立 公的 民間
【医療施設等設備整備費補助金】 ○ ○ ○ ○ ○

へき地患者輸送車（艇）整備事業 へき地患者輸送車（艇）の整備事業 患者輸送車
　　マイクロバス 2,829千円
　　ワゴン車 1,474千円

※市町等
　の場合

1/2
（国）

間接 へき地 設備独法 都道府県 公立 公的 民間 ※へき地診療
　所等の場合

10/10
（国1/2 県1/2）【医療施設等設備整備費補助金】 ○ ○ ○ ○ ○

へき地医療施設設備整備促進事業 市町、一部事務組合、公的団体が行うへ
き地の医療施設に必要な医療機器等の備
品購入費

施設
対象 基準面積 基準単価

1/2
（県） 県単 へき地 施設

設備

病院 1,000㎡ 等 214.6千円
診療所 160㎡ 等 160.9千円

設備
対象 補助基準額

独法 都道府県 公立 公的 民間 病院 100,000千円
× × ○ ○ × 診療所 50,000千円

総合周産期母子医療センター運営事業 総合周産期母子医療センター運営事業に
必要な経費（給料、手当、旅費、需用費、
役務費、委託料、使用料、備品購入費、
減価償却費等）

MFICU民間：6,111千円／床
MFICU公立：2,236千円／床
NICU民間：3,693千円／床
GCU民間：1,758千円／床
母体救命強化加算：17,917千円
麻酔科医配置加算：13,103千円
臨床心理技術者配置加算：5,966千円

1/3
（国） 間接 周産期 運営費

独法 都道府県 公立 公的 民間
【医療提供体制推進事業費補助金】 ○ ○ ○ ○ ○
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事　　業　　名
【国 交 付 要 綱】

補　助　対　象
事　業　者（※１） 補助基準額等 補助率

補助
区分

（※２）

事業
区分

（※３）

事業
種別

地域周産期母子医療センター運営事業 地域周産期母子医療センター運営事業に
必要な経費（給料、手当、旅費、需用費、
役務費、委託料、使用料、備品購入費、
減価償却費等）

MFICU民間：11,423千円／床
MFICU公立：7,923千円／床
NICU民間：9,066千円／床
NICU公立：5,772千円／床
GCU民間：2,513千円／床
GCU公立：915千円／床　
母体救命強化加算：17,917千円／ヶ所　
麻酔科医配置加算：13,103千円
臨床心理技術者配置加算：5,966千円

1/3
（国）

間接 周産期 運営費

独法 都道府県 公立 公的 民間
【医療提供体制推進事業費補助金】 ○ ○ ○ ○ ○

新生児医療担当医確保支援事業 新生児担当医に対する手当 1入院当たり10,000円
1/3

（基金）
県単 周産期 運営費独法 都道府県 公立 公的 民間

【地域医療介護総合確保基金】 ○ ○ ○ ○ ○
産科医等育成支援事業 産科の専攻医に対する手当 研修医1人50,000円／月

1/3
（基金）

県単 周産期 運営費独法 都道府県 公立 公的 民間
【地域医療介護総合確保基金】 ○ ○ ○ ○ ○

産科医等確保支援事業 産科医・助産師に対する分娩取扱手当 1分娩当たり 10,000円
加算：1帝王切開当たり 10,000円 1/3

（基金）
県単 周産期 運営費独法 都道府県 公立 公的 民間

【地域医療介護総合確保基金】 ○ ○ ○ ○ ○
産科医療施設等整備事業 分娩を取り扱う病院、診療所及び助産所

の新築、増築、改築及び改修等の施設（分
娩室、病室、宿泊施設等）及び設備（分
娩台、超音波診断装置、分娩監視装置等）
に対する助成

施
設

対象 基準面積 基準単価

1/2
（国）

間接 周産期
施設
設備

診療部門 194㎡ 214.6千円等
宿泊施設 室数×40㎡ 239.3千円等

設
備 　17,035千円【医療施設等施設整備費補助金】 独法 都道府県 公立 公的 民間

【医療施設等設備整備費補助金】 ○ ○ ○ ○ ○
周産期医療施設施設・設備整備事業 周産期医療施設の施設整備及び医療機器

等の備品購入費
施
設

基準面積 基準単価 0.33
（国）

間接 周産期
施設
設備

300㎡ 214,600円
【医療提供体制施設整備交付金】 独法 都道府県 公立 公的 民間 設

備
周産期医療機器 31,975千円 2/3

（国1/3 県1/3）【医療提供体制推進事業費補助金】 ○ × × ○ ○ ドクターカー 32,039千円
小児救急医療支援事業 市町が実施する小児救急医療支援事業に

必要な経費（給与費等）

Ｈ１７末で県単付増廃止

区分 基準額 算出方法

2/3
（基金）

県単 小児 運営費

休日
A,B 26,310円

×診療日数

Ｃ 13,150円
夜間 26,310円
夜間加算 19,782円

独法 都道府県 公立 公的 民間 電話相談加算 14,838円
【地域医療介護総合確保基金】 ○ ○ ○ ○ ○ オンコール 13,570円

小児医療施設施設・設備整備事業 小児医療施設の施設整備及び医療機器等
の備品購入費

施
設

基準面積 基準単価 0.33
（国）

間接 小児
施設
設備

800㎡ 214,600円
【医療提供体制施設整備交付金】 独法 都道府県 公立 公的 民間 設

備 小児医療機器 26,400千円
2/3

（国1/3 県1/3）【医療提供体制推進事業費補助金】 ○ × × ○ ○
小児集中治療室施設・設備整備事業 小児専門集中治療室として必要な施設・

設備整備事業
施
設 20㎡×病床数×239,600千円

0.33
（国）

間接 小児
施設
設備独法 都道府県 公立 公的 民間 設

備 11,550千円
1/3

（国1/3）【医療提供体制推進事業費補助金】 ○ △ △ ○ ○
小児救急遠隔医療設備整備事業 小児救急遠隔医療の実施に必要なテレパ

ソロジー、テレラジオロジー、テレビ電
話等のコンピューター及び付属機器等の
購入費

小児救急遠隔画像診断装置 基準額

3/4
（国1/2 県1/4）

間接 小児 設備

支援側医療機関 25,073千円

依頼側医療機関
病　院 29,159千円
診療所 23,104千円

（支援側、依頼側のいずれか一方が他方を含む
整備を行い、かつ、他方に機器を貸与する場
合は、１と２の合計額とすることができる。）

独法 都道府県 公立 公的 民間
【医療提供体制推進事業費補助金】 ○ ○ ○ ○ ○

病床機能分化促進事業 ・地域包括ケア病床及び回復期リハビリ
テーション病床の転換に必要な施設整備
費及び医療機器等の備品購入費

・病床最適化に取り組む病院に対しては
基準面積を増やして増改築を支援（病床
転換を行わない場合でも基準単価を減じ
て支援）

施
設

改
修

補助単価 239,600円/㎡

1/2
（基金）

県単 在宅
施設
設備

基準面積 6.4㎡/床
病床上限 60床

増
改
築

補助単価 239,600円/㎡
（病床転換無し） 214,600円/㎡
基準面積 25㎡/床

病床上限
120床（公的・

公立240床）

設
備

へき地　1箇所当たり：100,000千円

へ
き
地
以
外

医療機器 22,000千円
心臓病専用機器 6,285千円
脳卒中専用機器 6,285千円

独法 都道府県 公立 公的 民間 医学的リハ機器 11,000千円
【地域医療介護総合確保基金】 ○ ○ ○ ○ ○ 心電図受信装置 2,774千円
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事　　業　　名
【国 交 付 要 綱】

補　助　対　象
事　業　者（※１） 補助基準額等 補助率

補助
区分

（※２）

事業
区分

（※３）

事業
種別

共同利用施設施設・設備整備事業 施設：共同利用施設として必要な特殊診
療棟、開放型病棟の新築、増改築
に要する工事費又は工事請負費

設備：共同利用施設として必要な医療機
器の購入費

施
設

基
準
面
積

特殊診療棟 300㎡

0.33
（国）

間接 その他 施設
設備

開放型病棟
（50床を

限度）

13.88㎡×一般病床
（耐火構造）

12.56㎡×一般病床
（ブロック･木造）

基
準
単
価

鉄筋コンクリート ブロック
診療棟 239.6千円 209.4千円
病　棟 214.6千円 187.1千円

基準額＝基準面積×基準単価

設
備

地域医療支援病院
　１か所当たり220,000千円
　（下限額：１品につき1,000千円）

2/3
（国1/3 県1/3）

それ以外
　１か所当たり220,000千円
　（下限額：１品につき1,000千円）

1/3
（国1/3）

【医療提供体制施設整備交付金】 独法 都道府県 公立 公的 民間
【医療提供体制推進事業費補助金】 ○ △ △ ○ ○

医療施設近代化施設整備事業
　　　※R1より病院に対する助成は、
　　　　下記に限定。
　　　　・精神病棟
　　　　・結核病棟
　　　　・療養環境

医療施設の患者の療養環境、医療従事者
の職場環境、衛生環境の改善及び患者サ
ービスの向上につながる新築、増改築及
び改修に要する工事費又は工事請負費

※補助対象：精神科病院のみ（H30～）
※平成31年度以降事業改変可能性あり
　（国庫事業）

平成14年度新規事業より県費付け増し補助を廃止

基準額＝基準面積×基準単価
※　電子カルテシステム整備時は605千円／床を加算

0.33
（国） 間接 その他 施設

１　病棟部分基準面積
病棟面積/床≧18㎡

25㎡×整備後の整備区域の病床数
病室面積/床≧6.4㎡
病棟面積/床≧16㎡

22㎡×整備後の整備区域の病床数
病室面積/床≧5.8㎡
２　基準面積 病床削減数

（加算部分） ＜20％ ≧20％

加算条件を　　　
満たす場合

15㎡×整備後
の整備区域の
病床数

25㎡×整備後
の整備区域の
病床数

３　基準単価（千円）
鉄筋コンクリート ブロック 木造

病　　院 207.5 180.9 －
整備区域の整備後の病床数150床を限度（公
的医療機関及び持分のない法人は300床を
限度とする。）

独法 都道府県 公立 公的 民間
【医療提供体制施設整備交付金】 ○ × × ○ ○

医療機器管理室施設整備事業 医療機器管理室として必要な新築、増改
築及び改修に要する工事費又は工事請負
費

基準面積：80㎡
基準単価：239.6千円
補助基準額＝基準面積×基準単価

0.33
（国） 間接 その他 施設

独法 都道府県 公立 公的 民間
【医療提供体制施設整備交付金】 ○ × × × ○

研修医のための研修施設 研修棟として必要な講義室、討論室、図
書・視聴覚部門、仮眠室、管理部門、倉
庫等の新築又は増改築に要する工事費又
は工事請負費

　　基準面積：研修医数×30㎡
　　　　　　　（1,000㎡を限度）
基準額＝基準面積×基準単価
基準単価：239.6千円

1/2
（国） 直接 その他 施設

独法 都道府県 公立 公的 民間
【医療施設等施設整備費補助金】 △ × × × ○

遠隔医療設備整備事業 病理画像、Ｘ線画像等を遠隔地の医療機
関に伝送し、専門医の助言による適切な
対応を可能にする遠隔医療の実施に必要
なコンピューター及び附属機器等の購入
費

（単位：千円）

1/2
（国） 間接 その他 設備

遠隔画像診断装置 基準額 下限額

遠隔病理診
断

支援側 4,598 

150
依頼側 14,198 

遠隔画像診
断及び助言

支援側 16,390 
独法 都道府県 公立 公的 民間 依頼側 14,855 

【医療施設等設備整備費補助金】 ○ ○ ○ ○ ○ 在宅患者用遠隔診療装置 8,250 
有床診療所等スプリンクラー設備等施
設整備事業

有床診療所等に対するスプリンクラー等
設備の整備に必要な経費 スプリンクラー 1㎡当たり17.8千円

定額
（国） 間接 その他 施設独法 都道府県 公立 公的 民間

自動火災報知設備 1施設当たり1,050千円
【医療施設等施設整備費補助金】 ○ ○ ○ ○ ○

自動車事故対策事業 自動車の運行の安全確保に関する事業、
自動車事故による被害者の援護に関する
事業に要する医療機器整備費

補助限度額

1/8
（国） 直接 その他 設備

高額医療機器
20,000千円

1品で60,000千円以上
独法 都道府県 公立 公的 民間 通常医療機器

10,000千円
○ ○ ○ ○ ○ 合計で60,000千円以上

※訪問看護ステーション設置促進事業 訪問看護ステーションの新規設置に要す
る事業の初年度に必要な設備整備費等

＜補助対象者＞
訪問看護ステーションの開設者

１箇所当たり：4,200千円 1/2
（基金） 県単 在宅 その他

【地域医療介護総合確保基金】
※訪問看護提供体制充実事業 新任訪問看護師育成のための同行研修に

係る研修担当看護師の人件費等

＜補助対象者＞
訪問看護ステーションの開設者

基準額：180,800円×雇用月数
　　　（上限３か月）

1/2
（基金） 県単 在宅 その他

【地域医療介護総合確保基金】

※健康局へ移管
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事　　業　　名
【国 交 付 要 綱】

補　助　対　象
事　業　者（※１） 補助基準額等 補助率

補助
区分

（※２）

事業
区分

（※３）

事業
種別

※訪問看護出向研修支援事業 病院看護師の訪問看護ステーションへの
出向研修に係る人件費等

＜補助対象者＞
・回復期リハ病床又は地域包括ケア病床
を有する病院の開設者
・地域医療支援病院（県総除く）の開設者

病院 出向者に係る
人件費

1病院当たり
4,200千円

1/3
（基金）

県単 在宅 その他

訪問看護
ステーション

出向研修に係る
費用（役務費、需
用費、使用料）

1施設当たり
100千円

10/10
（基金）

【地域医療介護総合確保基金】
在宅人工呼吸器使用者非常用電源整備
事業

停電時に無償で貸し出せる簡易自家発電
装置等の購入費 医療機器　　　　　　　212千円 1/2

（国） 設備 間接 その他独法 都道府県 公立 公的 民間
【医療施設等設備整備費補助金】 ○ ○ ○ ○ ○

指導医確保支援事業

【地域医療介護総合確保基金】

指導医手当

静岡県医学修学研修資金貸与規則に規定
する公的医療機関等（但し、県立静岡が
んセンター、県立こころの医療センター、
県立こども病院、県立総合病院を除く）

・指導医手当を新たに支給する場合に、指
導医１人１月当たり5万円

（同一の病院に対して１月当たり指導医
５人を限度とする。）
・同一の病院に対して通算３年間を限度と
する。

1/2
（県1/2） 県単 その他 運営費

医療従事者確保支援事業費助成のうち
基幹研修病院研修事業

【地域医療介護総合確保基金】

医師を対象として行う臨床研修事業（他
の病院の臨床研修医が参加できるものに
限る。）に必要な経費
・報償費（県費補助事業者等に係るもの
を除く。）、 旅費（県費補助事業者等に係
るものを除く。）、需用費、負担金
・基幹研修病院（伊東市民病院、静岡医
療センター、県立総合病院、市立島田市
民病院、浜松医科大学医学部附属病院、
聖隷浜松病院）

研修１回当たり16万8千円
（同一の病院に対して10回を限度とする。）

1/2
（県1/2） 県単 その他 運営費

医療従事者確保支援事業費助成のうち
シミュレーションスペシャリスト育成
事業

【地域医療介護総合確保基金】

シミュレーション教育の専門技術、知識
を有する人材を育成する事業に必要な経
費
・旅費、負担金
・基幹研修病院（伊東市民病院、静岡医
療センター、県立総合病院、市立島田市
民病院、浜松医科大学医学部附属病院、
聖隷浜松病院）

１病院当たり150,000円 1/2
（県1/2） 県単 その他 運営費

研修管理委員会等支援事業（基本領域）

【地域医療介護総合確保基金】

基本領域プログラム（ふじのくに地域医
療支援センターの理事会が承認した基本
領域専門研修プログラム（一般社団法
人日本専門医機構が認定したものに限
る。））の管理・運営を行う事業
・報償費、 旅費、需用費、役務費、使用
料及び賃借料

１プログラム当たり　30万円 10/10
（県10/10） 県単 その他 運営費

研修管理委員会等支援事業（その他領
域）

【地域医療介護総合確保基金】

基本領域プログラム以外の専門研修プロ
グラム（ふじのくに地域医療支援センタ
ーの理事会が承認したものに限る）の管
理・運営を行う事業（参加者の専門医の
取得のために必要な経費）
・報償費、旅費、需用費、役務費、使用
料及び賃借料

１プログラム当たり　30万円 10/10
（県10/10） 県単 その他 運営費

指導医招聘・研修環境整備助成 県東部地域の専門医研修病院（県立病院、
医学を履修する課程を置く大学に付属す
る病院等を除く）が、他の医療機関から
新たに１年以上雇用することを条件とし
て常勤指導医を招聘し（専門医研修を行
う標榜診療科内の常勤医師数が前年度を
上回る場合に限る。）、専門研修医等の研
修環境を整備するための事業
・旅費、役務費、報償費、需用費、使用
料及び賃借料、備品購入費、負担金

１施設当たり　500万円 10/10
（県10/10） 県単 その他 運営費

【地域医療介護総合確保基金】
指導医資質向上助成 基本領域プログラム（ふじのくに地域医

療支援センターの理事会が承認したもの
に限る）の基幹施設が、専門研修医等
への指導のため、指導医（専門研修プロ
グラムにおけるプログラムリーダーを除
く）の指導技術を向上させるための事業
・報償費、旅費、需用費、役務費、使用
料及び賃借料、備品購入費、負担金

１施設当たり　30万円 10/10
（県10/10） 県単 その他 運営費

【地域医療介護総合確保基金】
医師偏在解消推進事業費助成 医師少数区域（賀茂圏域、富士圏域、中

東遠圏域）に存する医療機関が支出する、
免許取得後3～7年目で、国の認定※を受
けた医師の下記の経費

・研修の受講料及び旅費、医学用図書購
入費

※令和２年４月から、厚生労働大臣が医
師少数区域等における医療に関する経験
を認定

詳細については、今後国から
示される予定　　　　　　　

10/10
（国1/2）
（県1/2）

間接 その他 その他
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事　　業　　名
【国 交 付 要 綱】

補　助　対　象
事　業　者（※１） 補助基準額等 補助率

補助
区分

（※２）

事業
区分

（※３）

事業
種別

看護職員専門分野研修事業 日本看護協会から認定看護師教育課程の
認定を受けた者
・県立静岡がんセンター

受講生１人当たり　　　　　98千円

定額 県単
医療人
材の確
保　　

運営費
独法 都道府県 公立 公的 民間

【地域医療介護総合確保基金】 ○ ○ ○ ○ ○
看護師勤務環境改善・宿舎整備事業費
助成

ナースステーションや看護師宿舎の整備
を行う病院

看護
師勤
務環
境改
善施
設整
備事
業

補助
対象

ナースステーション、カンファ
レンスルーム、処置室等の新築、
増改築及び改修に要する工事費
又は工事請負費 

0.33（へき地
病院の場合は

0.5）
県単

医療人
材の確
保　　

施設

基準
面積
等

看護単位数×基準面積50㎡と 
整備面積（延床面積）を比較し
て少ない方×単価（鉄筋コンク
リート造：159,900円、ブロック
造：139,700円）
ナースコール更新付設の場合
･･･建築単価114,200 円上乗せ

看護
師宿
舎施
設整
備事
業

補助
対象

看護師宿舎の個室整備に伴う新
築、増改築及び改修に要する工
事費又は工事請負費（バルコニ
ー、廊下、階段等共通部分を含
む）

基準
面積
等

看護師×基準面積33㎡と 整備
面積（延床面積）を比較して少
ない方×単価（鉄筋コンクリー
ト造：178,500円、ブロック造：
156,000円）

独法 都道府県 公立 公的 民間
○ × × × ○

【地域医療介護総合確保基金】 ＊地方独立行政法人は対象外。
看護師特定行為研修派遣費助成 看護師を特定行為研修機関に派遣し、そ

の入学金等を負担した病院又は訪問看護
ステーション等

１施設当たり　　　　　440千円

（対象経費：看護師を受講させる指定研修
機関の入学金、受講料を病院等が負担した
場合のその経費。）

1/2 県単
医療人
材の確
保　　

運営費
独法 都道府県 公立 公的 民間

【地域医療介護総合確保基金】 ○ ○ ○ ○ ○
認定看護師教育課程派遣研修費助成 看護師を認定看護師教育課程に派遣し、

その入学金等を負担した300床未満の病
院又は訪問看護ステーション等（認知症
疾患医療センターが認知症分野の認定看
護師教育課程に職員を派遣する際には病
床数制限なし。）

１施設当たり　　　　　730千円

（対象経費：看護師を受講させる指定研修
機関の入学金、受講料を病院等が負担した
場合のその経費。） 1/2 県単

医療人
材の確
保　　

運営費

独法 都道府県 公立 公的 民間
【地域医療介護総合確保基金】 ○ ○ ○ ○ ○

研修派遣機関代替職員費助成 特定行為研修及び認定看護師教育課程に
職員を派遣中に代替職員を雇用する300
床未満の病院又は訪問看護ステーション
等（認知症疾患医療センターが認知症分
野の認定看護師教育課程に職員を派遣す
る際には病床数制限なし。）

補助基準額　　　179.2千円/月

補助対象上限月数
・特定行為研修：12ヶ月
・認定看護師教育課程：7ヶ月

1/2 県単
医療人
材の確
保　　

運営費

独法 都道府県 公立 公的 民間
【地域医療介護総合確保基金】 ○ ○ ○ ○ ○

特定行為研修運営費等助成 特定行為研修指定研修機関の協力施設 区分 対象経費 補助基準額

10/10 県単
医療人
材の確
保　　

運営費
初度整備

賃金、報償費、
旅費、需用費等

2,000千円

独法 都道府県 公立 公的 民間
運営経費 賃金、報償費 2,000千円

【地域医療介護総合確保基金】 ○ ○ ○ ○ ○
看護職員確保対策事業のうち
　新人看護職員研修

●新人看護職員研修
自施設において国の「新人看護職員ガイ
ドライン」に沿った卒後臨床研修を実施
する病院

●医療機関受入研修
新人看護職員研修を独自で実施できない
病院等の新人看護職員を受け入れて研修
を実施する病院

●新人看護職員研修
<新人研修経費>

（対象経費：人件費、報償費、旅費、需要費、
役務費、使用料等）
１人の時　　　　　　　　440千円
２人以上の時　　　　　　630千円

（ただし、新人保健師・新人助産師
のいずれかを含む場合776千円、こ
の両方を含む場合922千円）

<教育担当者研修>
（対象経費：謝金、人件費、手当）
新人５人ごとに　　　　　215千円
　　　　　　　　　　　　（上限70人）
●医療機関受入研修

1～4人　113千円
5～9人　226千円

10～14人　566千円
15～19人　849千円

20人以上　1,132千円

1/2 県単
医療人
材の確
保　　

運営費

独法 都道府県 公立 公的 民間
【地域医療介護総合確保基金】 ○ ○ ○ ○ ○
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事　　業　　名
【国 交 付 要 綱】

補　助　対　象
事　業　者（※１） 補助基準額等 補助率

補助
区分

（※２）

事業
区分

（※３）

事業
種別

病院内保育所運営費助成
病院内保育所を運営する民間及び公的病
院

補助額=｛（補助基本額-保育料相当額）×調
整率+加算額}×補助率

<規模の基準>

2/3 県単
医療人
材の確
保　　

運営費

保育児童数 保育時間数 保育士数
A型 １人以上 ８時間以上 ２人以上
B型 10人以上 10時間以上 ４人以上
C型 30人以上 10時間以上 10人以上
※利用者から保育料金月額1万円以上徴収が必要
<補助基準額>
A型 225,600円×保育士2人×12月=5,414,400円
B型 225,600円×保育士4人×12月=10,828,800円
C型 225,600円×保育士6人×12月=16,243,200円
<保育料相当額>
A型 24,000円×4人×12月=1,152,000円
B型 24,000円×10人×12月=2,880,000円
C型 24,000円×18人×12月=5,184,000円
<加算額>
24時間保育 23,410円×運営日数
病児等保育 201,000円×運営月数

（延利用人数年10人以上の場合
243,000円×運営月数）

緊急一時保育 20,720円×運営日数
児童保育 10,670円×運営日数

ただし、小学生に限る
休日保育 11,630円×運営日数
延長保育 1,640円×運営時間

ただし、通常開所時間（11時間）を超える保育。
<調整率>
負担能力指数=補助を受けようとする年度
の前々年度の病院決算における当期剰余金
／補助を受けようとする年度の病院内保育
所運営費に係る設置者負担金
ただし、病院内保育所設置後3年を経過し
ない病院には調整率は適用しない。
負担能力指数 調整率
5未満 1.0 

独法 都道府県 公立 公的 民間 5以上20未満 0.8 
【地域医療介護総合確保基金】 ○ × × ○ ○ 20以上 0.6 

医療従事者確保支援事業費助成のうち
看護職員等へき地医療機関就業促進事業費助成

へき地拠点病院のうち過疎地域、振興山
村指定地域又は離島若しくはこれらの地
域を含む人口1万人以下の市町に所在す
る病院

対象経費：生徒・学生を対象とした病院体
験事業に要する経費
補助基準額　1病院当たり 400千円

1/2 県単
医療人
材の確
保　　

運営費

独法 都道府県 公立 公的 民間
【地域医療介護総合確保基金】 ○ ○ ○ ○ ○

医療勤務環境改善事業費補助金 ①～③を全て満たす県内病院（ただし県
立は除く）
①厚労省の「医療勤務環境改善マネジメ
ントシステムに関する指針」に基づく改
善計画を、ふじのくに医療勤務環境改善
支援センターの支援を受けて作成する病
院
②改善計画に定めた事項を適切かつ継続
的に実施する病院
③これまでに当該補助金を受けていない
病院

対象経費:
・働き方・休み方改善
　勤怠管理システムの整備、医療クラーク
の配置に係る研修　等
・働きやすさ確保のための環境整備
　相談窓口設置に係る備品整備　等
・働きがいの向上
　復職支援に係る研修　等

補助基準額　１病院当たり 6,000千円

1/2 県単
医療人
材の確
保　　

その他

独法 都道府県 公立 公的 民間
【地域医療介護総合確保基金】 ○ × ○ ○ ○

【疾病対策課所管分】
事　　業　　名

【国 交 付 要 綱】
補　助　対　象（※１）
事　　業　　者（※２） 補助基準額等 補助率

補助
区分

（※３）

事業
区分

（※４）

事業
種別

がん診療連携拠点病院等機能強化事業 がん診療連携拠点病院及び静岡県
地域がん診療連携推進病院の運営
に必要な経費

補助基準額

10/10
（国1/2,県1/2） 間接 その他 運営費

都道府県がん診療連携拠点病院 22,000千円
地域がん診療連携拠点病院 11,000千円
地域がん診療病院  5,500千円

独法 都道府県 公立 公的 民間
【感染症予防事業費等国庫補助金】 × ○ ○ ○ ○
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事　　業　　名
【国 交 付 要 綱】

補　助　対　象（※１）
事　　業　　者（※２） 補助基準額等 補助率

補助
区分

（※３）

事業
区分

（※４）

事業
種別

がん医療均てん化推進事業費助成 施設：がん診療拠点病院等が機能強化の
ために必要な治療施設の新築、増
改築等に要する工事費又は工事請
負費

設備：がん診療拠点病院等が機能強化の
ために必要な治療設備・機器の整
備に要する事業費

施
設

基準単価 195,800円

1/2
（基金） 県単 その他 施設

設備

がん診療連
携拠点病院

面
積
基
準

低侵襲医
療施設

400㎡がん診療連携拠
点病院以外の
国・県指定病院

放射線治
療施設

がん相談支援セン
ター、国・県指定
病院以外の病院

化学療法
施設 300㎡

補助基準額＝基準面積×基準単価

設
備

地域の基幹と
なるがん診療
連携拠点病院

ゲノム医療、希少
がん・難治性がん
治療設備・機器

225,000千円

がん診療
連携拠点
病院

低侵襲医療設
備・機器

がん診療連携拠
点病院以外の
国・県指定病院

放射線治療設
備・機器

がん相談支援
センター、国・
県指定病院以
外の病院

化学療法、緩和ケア
等設備・機器

（下限額：１品100千円）
独法 都道府県 公立 公的 民間

【地域医療介護総合確保基金】 ○ ○ ○ ○ ○
第一種感染症指定医療機関運営事業 第一種感染症指定医療機関の運営に必要

な経費（需用費、役務費等）
１床当たり　　4,629千円 10/10

（国1/2 県1/2） 間接 その他 運営費
独法 都道府県 公立 公的 民間

【医療施設運営費等補助金】 ○ ○ ○ ○ ○
第二種感染症指定医療機関運営事業 第二種感染症指定医療機関の運営に必要

な経費（需用費、役務費等）

第二種感染症指定医療機関（10病院） １床当たり　　1,543千円 10/10
（国1/2 県1/2） 間接 その他 運営費

【医療施設運営費等補助金】 独法 都道府県 公立 公的 民間
○ ○ ○ ○ ○

感染症外来協力医療機関設備整備事業 感染症外来協力医療機関の設備を購入す
るために必要な備品購入費

（個人防護具購入費用）

新型インフルエンザ等協力医療機関等
（44病院）

上限金額１セットあたり3,600円
（知事が認めた数）

10/10
（国1/2 県1/2） 間接 その他 運営費

【保健衛生施設等施設・設備整備費
 国庫補助金】

独法 都道府県 公立 公的 民間
○ ○ ○ ○ ○

結核患者収容モデル病室 事業の実施主体が設置する結核患者収容
モデル病室の施設整備のために必要な工
事費又は工事請負費及び工事事務費 厚生労働大臣の認めた額 10/10

（国） 直接 その他 施設
【保健衛生施設等施設・設備整備費
 国庫補助金】

独法 都道府県 公立 公的 民間
× ○ ○ ○ ○

エイズ治療拠点病院 施設：エイズ治療拠点病院の施設の整備
のために必要な工事費又は工事請負費及
び工事事務費

設備：全国のエイズ治療拠点病院をネッ
トワークでつなぐために必要な部品購入
費及び患者モニター装置等、診療を行う
ために必要な機器及び剖検台を購入する
ために必要な備品購入費

施
設

個室整備 1室当たり30,000千円

1/2
（診療ネットワ

ークのみ国
10/10）

直接 その他 施設
設備

剖検室改修 1室当たり21,000千円

相談指導室 1施設当たり5,000千円

エイズ専用
外来診療室 1施設当たり5,000千円

【保健衛生施設等施設・設備整備費
 国庫補助金】

独法 都道府県 公立 公的 民間 設
備

診療ネットワーク 1施設当たり5,933千円
× ○ ○ ○ ○ その他 厚生労働大臣が認めた額

【健康増進課所管分】〔参考〕
事　　業　　名

【国 交 付 要 綱】
補　助　対　象（※１）
事　　業　　者（※２） 補助基準額等 補助率

補助
区分

（※３）

事業
区分

（※４）

事業
種別

特殊歯科診療機能強化研修事業 認知症や障害等により著しく歯科診療が
困難な者に対する診療技術を、地域の歯
科医師が修得するために開催する診療参
加型実地研修に要する経費

※静岡県歯科医師会と共同で実施する病
院に対して助成

実地研修１回当たり　82千円 10/10
（基金） 県単 在宅 運営費

【地域医療介護総合確保基金】
要配慮者等歯科診療連携体制構築事業 要配慮者に対する歯科診療連携体制の構

築を図るための協議会等に必要な経費
基準額：712千円 10/10

（基金） 県単 在宅 運営費
独法 都道府県 公立 公的 民間

【地域医療介護総合確保基金】 ○ ○ ○ ○ ○
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　令和２年２月15日（土）に、グランシップ（静岡市駿河区）において、第59回静岡県病院学会を開

催しました。

　第59回学会では、「多文化共生時代の医療を考

える」をテーマに取り上げ、国立国際医療研究セ

ンター国際診療部　特任研究員の堀成美氏の基調

講演のほか、外国人医療について、開業医、医療

通訳者、外国人患者受入れ拠点病院のそれぞれの

立場からの事例発表や静岡県健康福祉部からの行

政説明がありました。

　さらに、全体討議では、会場からも外国人医療

について様々な質問や意見があり、各演者と議論

を深めることができました。

　詳細は先にお送りした抄録集をご覧ください。

　今年度新たに、次の２病院が正会員として入会されました。

　　医療法人社団真養会きせがわ病院　　　　　医療法人社団形外会三島森田病院　

　　　　　「所在地」　沼津市大岡1155　　　　　　　　「所在地」　三島市徳倉1195-793

　　　　　「入会日」　令和元年12月６日　　　　　　　「入会日」　令和２年２月７日

　令和２年１月８日（水）、毛利会長、荒堀副会長、磯部副会長、荻野副会長は、静岡県庁を訪れ、

川勝静岡県知事はじめ、吉林副知事、池田健康福祉部長へ年始挨拶を行い、医療の現状を伝えるとと

ともに、当協会活動への支援を要請しました。
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第５９回静岡県病院学会を開催しました

新入会病院ご紹介

知事・副知事への年始挨拶







主要なサービス
医師・看護師の⼈材紹介 医療系教材の制作
医療分野の動画・ホームページ・印刷物制作

事業所
静岡県浜松市・兵庫県神⼾市

ご連絡先
info@trinitygate.co.jp 078‐570‐5752 
「スピーカー付きマイクの件で」とご連絡ください。

・独⾃のハウリング抑制技術を採⽤
・わずか３００ｇの軽さ
・USB充電２時間半で約６時間の使⽤が可能

県内納⼊実績：医科⼤学様、公的病院様、災害拠点病院様など多数
（全国では⼩中学校や⼀部上場企業様にもご利⽤いただいている商品です）

スピーカー付きマイク誕⽣

静岡県病院協会会員施設様、医育機関様には特別価格でご提供させていただきます

スピーカ⼀体型のマイクはこんなに便利！
・⾳響設備がないお部屋でも
勉強会やセミナーが⼿軽に開催できます

・出張講座や屋外訓練でも⼤活躍
・看護学⽣や医学⽣の説明会/研修にも

そして、災害時の誘導にも活⽤できます
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区分 移動採血・献血ルーム 

月～金（平日） 
１日 

（昼休みを含み検診業務が４～８時間） 

４５，０００円 

（所得税含む） 

土・日・祝祭日 
１日 

（昼休みを含み検診業務が４～８時間） 

４８，０００円 

（所得税含む） 

年末年始 

（１２月２９日～１月３日） 

１日 

（昼休みを含み検診業務が４～８時間） 

５４，０００円 

（所得税含む） 

静岡県赤十字血液センターでは、献血時の検診医師が不足し献血業務に支障をきたしており、 

輸血用血液の確保が困難な状況にあります。 

先生方のご協力をお願いします。 

【業務内容】 
献血者の問診及び血圧測定等 
(手順書：問診判断基準書に従い問診していただきます。) 

 

【勤務時間】 
●献血バス(県中部地区) 

午前９時３０分から午後４時３０分頃まで 
(血液センター出発８時３０分前後・帰着１７時２０分前後) 
※献血人数の状況によっては延長する場合もあります。 

●献血ルーム(常時開所) 
献血ルームあおば（静岡市葵区七間町） 
午前１０時から午後６時頃まで 
※献血人数の状況によっては延長する場合もあります。 
※月に１回から数回ご都合の良い日にご協力いただける方でも結構です。 

【検診業務委託料】 

問い合わせ担当者 
静岡県赤十字血液センター 献血推進課 藤村・松居 

０５４-２４７-７１４２ 
静岡市葵区竜南１丁目２６－１９ 

※１日の検診業務時間（昼休みを含む）が８時間を超えた場合は、３０分毎につき、２，５００円の時間外
委託料を支払う。 

【その他】 
ご自宅から献血会場や血液センターまで、タクシーでおいでいただきます。 

 



（24）

二
〇
二
〇
年
三
月
発
行

Vol.60

毛
利

　博


